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１ 主旨 

地域密着型サービスは、高齢者が要介護状態となっても、できる限り住み慣れた地域

で生活を継続できるよう支援する観点から創設されたサービスであり、原則として、利

用者は指定地域密着型サービス事業所（以下「事業所」という。）の所在する区市町村の

被保険者に限られている。 

この指針は、利用者の生活実態並びに居住地域の実情に鑑み、地域密着型サービスの

適正な運営を確保するため、中野区の地域密着型サービス事業所の利用について定める

ものである。 

 

２ 利用の原則 

 ⑴ 中野区内に所在する指定地域密着型サービス事業所（以下「区内事業所」という。）

は、中野区の介護保険被保険者（以下「被保険者」という。）に限り利用することがで

きる。 

⑵ 住所地特例の適用を受けている中野区以外の介護保険被保険者（以下「区外の被保

険者」という。）については、区内に所在する定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜

間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予

防）小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護（以下「特定地域密着型

サービス」という。）を利用することができる。 

⑶ 住所地特例の適用を受けている被保険者については、住民登録地の区市町村に所在

する特定地域密着型サービスを利用することができる。 

 

３ 利用の特例 

 ⑴ 次の各号に掲げる要件に該当する場合は、区外の被保険者であっても区内事業所 

を利用できるものとする。 

ア 特定地域密着型サービスを利用する場合は、下記のいずれかの事由に該当する 

こと。 

  (ア) 当該事業所が区外の被保険者の居住地の日常生活範囲内に所在し、当該事業所の

送迎可能範囲内であるとき。 

  (イ) 区外の被保険者の心身の状況等により、当該事業所を利用しなくてはならないや

むを得ない理由があるとき。 

 (ウ) 区内に居住実態がある区外の被保険者で災害又は虐待の恐れ等やむを得ない理



由により住民票の異動が困難であるとき。 

イ （介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を利用する場合は、下記のいずれか

の事由に該当すること。 

 (ア) 在宅での生活が困難で、当該事業所を利用しなくてはならないやむを得ない理由

があるとき。 

 (イ) 区内に居住実態がある区外の被保険者で災害又は虐待の恐れ等やむを得ない理

由により住民票の異動が困難であるとき。 

ウ 該当事業所の利用定員に余裕があり、被保険者により利用定員を充足させること

が困難であると認められるとき。 

エ 該当事業所、区外の被保険者が居住する区市町村の介護保険主管課及び関係者（介

護支援専門員等）で協議を行い、当該事業所の利用が必要と判断されていること。 

オ 区外の被保険者が居住する区市町村の介護保険主管課が当該事業所を指定するこ

とについて、中野区から同意を得た上で、当該事業所を指定していること。 

 

４ 被保険者による中野区外に所在する指定地域密着型サービス事業所（以下「区外事業

所」という。）の利用 

  被保険者による区外事業所の利用にあたっては、担当の介護支援専門員が作成する「区

外地域密着型サービス事業所の利用に関する依頼書」及び当該事業所から提出される指

定申請書類等に基づき、中野区が当該事業所の所在する区市町村と協議を行い、当該事

業所を指定することについて同意を得られた上で、当該事業所の指定日より利用するこ

とができるものとする。 


